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バリアフリーツアーセンターの設立について（Ⅰ）

【研究ノート】

バリアフリーツアーセンターの設立について（Ⅰ）†

－伊勢志摩バリアフリーツアーセンター－

伊　藤　　　薫＊

概　要

　本研究の研究課題は、全国のバリアフリーツアーセンターの設立における代表的な事例とし

て、伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの設立の経緯を記録することである。第１の特徴は、

日本で最初に設立された障がい者、高齢者のための着地型相談センターであることである。全

く新しいタイプの相談センターを設立して、成功した。特徴２：三重県北川知事の発案で伊勢

志摩再生プロジェクトが始まり、民間委員のアイデアの中から伊勢志摩 BFTC が実現した。特

徴３：民間人である中村元が、強力なリーダーシップを取って、BFTC の運営システムを作り

上げた。プロジェクトメンバーの共有した考えは、「自ら考え、自ら行動し、自ら責任を取る」

であった。特徴４：地域に伊勢志摩 BFTC の設立を助ける風土があった。その代表例が、伊勢

志摩 NPO ネットワークの会である。特徴５：パーソナルバリアフリー基準を開発し、適用し、

成功した。特徴６：伊勢志摩 BFTC の事業は、設立 5 年で幅広い事業メニューを実施した。ハー

ドとソフトのバリアフリー事業、面と線のバリアフリー事業、旅行者に加えて住民の生活向上

に役立つバリアフリー事業であった。地域の観光振興、旅行者の満足度向上だけでなく、まち

づくり、ひとづくりで地域に大いに貢献したと高く評価できる。

１．はじめに（研究課題）

　本研究の目的は、JSPS 科学研究費研究「高齢化社会におけるバリアフリー観光推進の

ための観光地内協力関係の構築に関する研究」（課題番号：18K11882、研究代表者：伊藤

薫）において今後の本格的な研究の準備のために、全国 21ヶ所のバリアフリーツアーセ

†　本研究は、平成 30 年度 JSPS 科学研究費（基盤研究（Ｃ）（研究課題：高齢化社会におけるバ

リアフリー観光推進のための観光地内協力関係の構築に関する研究、課題番号：18K11882、研究

代表者：伊藤薫））の助成を受けて実施したものである。本報告の資料入手のために、伊勢志摩

バリアフリーツアーセンターには取材や資料提供で大変お世話になった。記して感謝いたします。

しかし言うまでもなく、本報告に含まれる誤りは、全て筆者の責に負うものである。

＊岐阜聖徳学園大学経済情報学部。連絡先：kitoh@gifu.shotoku.ac.jp

Review of Economics and Information Studies Vol.19 No.3 ･ 4 March 2019

02（伊藤薫）.indd   1302（伊藤薫）.indd   13 2019/03/19   16:31:242019/03/19   16:31:24



― 14 ―

Review of Economics and Information Studies Vol.19 No.3 ･ 4 March 2019

ンター（以下、BFTC と略記する）のうち代表的な BFTC の設立の経緯について、基本的

な事項を記録することである。本稿では、その最初の研究として、BFTC の嚆矢である伊

勢志摩 BFTC について記録する。本研究は資料的な性格が強いので、関連の先行研究の紹

介は、各章あるいは各節ごとにすることとし、その順序は原則として発行年次順としてい

る。文中の敬称は、省略させていただいた。

　筆者の科学研究費研究の研究大テーマは「バリアフリー観光推進を通じて日本人観光客

を増加させるために、各観光地においてバリアフリーツアーセンター、行政、観光協会、

観光業者、福祉団体などがどのように役割分担をし、どのような協力体制を構築したらよ

いか」である。従来の BFTC の取材において、この研究大テーマを検討するためには、設

立時点の協力体制と、設立後の継続運営における協力体制に分けて検討することが望まし

いと考えるに至った。そこで、代表的な事例について、まず設立の経緯を記録・整理する

こととした。

　バリアフリー観光推進のための着地型相談センターには、全国各地に様々なタイプがあ

り、様々な活動をしている。本研究では、日本バリアフリー観光推進機構に加盟している

全国 21の相談センター（BFTC の名称が付けられていることが多い、表１－１参照）に

ついて、2018 年に組織形態を調査したところ、特定非営利活動法人（NPO）が 16、一般

社団法人が３、株式会社１、任意団体 1 であった（資料１－６）。

　先行研究をみてみよう。バリアフリー観光促進の先行研究については、県市の総合計画

にどのように記述されたか、を検討したものとして、高山市、三重県、伊勢市については

伊藤の一連の研究があり（資料１－１から資料１－５）、全国 21の BFTC の概要について

は伊藤の研究がある（資料１－６）。BFTC の概要とタイプ分類に関しては、日本全国の

BFTC を扱った資料１－７が優れている。

No. 名称 案内エリア
0 日本バリアフリー観光推進機構 全国
1 カムイ大雪バリアフリーツアーセンター 北海道全域
2 秋田バリアフリーツアーセンター 秋田県全域
3 仙台バリアフリーツアーセンター 宮城県　仙台市
4 山形バリアフリー観光ツアーセンター 山形県全域
5 ふくしまバリアフリーツアーセンター 福島市を中心とした福島県全域
6 高齢者・障がい者の旅をサポートする会＆東京ユニバーサルツーリズムセンター 日本国中及び海外
7 石川バリアフリーツアーセンター 石川県全域
8 伊豆バリアフリーツアーセンター 伊豆半島全域
9 チックトラベルセンター　ハートTOハート（愛知バリアフリーツアーセンター） 日本全国／世界各地
10 伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 伊勢市、鳥羽市、志摩市を中心に三重全域
11 しゃらく旅倶楽部 日本全国／世界各地
12 トラベルフレンズ・とっとり（山陰バリアフリーツアーセンター／とっとり） 鳥取県
13 松江／山陰バリアフリーツアーセンター 島根県全域（特に松江、出雲）
14 広島バリアフリーツアーセンター 広島県内、山口県東部
15 呉バリアフリーツアーセンター 広島県呉市及び広島市の中心部と宮島
16 四国バリアフリーツアーセンター 四国圏内（４県）
17 福岡バリアフリーツアーセンター 福岡市、北九州市、太宰府市、久留米市、浅倉市、宗像市
18 佐賀嬉野バリアフリーツアーセンター 佐賀県嬉野市・佐賀県西部・長崎県中部・ハウステンボス
19 別府・大分バリアフリーツアーセンター 別府市・大分市
20 かごしまバリアフリーツアーセンター 鹿児島県
21 沖縄バリアフリーツアーセンター 沖縄県

 出所）日本バリアフリー観光推進機構編『旅バリ』（2017年6月）をもとに、アンケート調査（2018年）や取材（2018年）により筆者作成。

表１－１　バリアフリーツアーセンター一覧表（２０１８年１０月現在）
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（資料１－１）伊藤薫、2015年３月、「岐阜県高山市の福祉観光都市政策の変遷－高山市

総合計画による分析－」、Review of Economics and Information Studies（岐阜聖徳学園大学

経済情報学部紀要）、Vol.16、No．１・２、pp.7-32.

（資料１－２）伊藤薫、2016年 12 月、「三重県のバリアフリー観光政策の進展－三重県総

合計画による分析－」、『日本観光研究学会第 31 回全国大会論文集』、pp.185-188.

（資料１－３）伊藤薫、2017年３月、「三重県のバリアフリー観光政策の進展について－

三重県総合計画による分析－」、Review of Economics and Information Studies（岐阜聖徳学

園大学経済情報学部紀要）、Vol.17、No．３・４、pp.17-47.

（資料１－４）伊藤薫、2017年10月、「伊勢市のバリアフリー観光政策の進展について－

伊勢市総合計画・観光振興基本計画による分析－」、Review of Economics and Information 

Studies（岐阜聖徳学園大学経済情報学部紀要）、Vol.18、No．１・２、pp.35-76.

（資料１－５）伊藤薫、2018年９月、「日本のバリアフリー観光政策の進展について－

高山市の福祉観光都市政策とバリアフリーツアーセンター－」、Review of Economics 

and Information Studies（岐阜聖徳学園大学経済情報学部紀要）、Vol.19、No．1・2、

pp.1-35.

（資料１－６）伊藤薫、2018年12月、「バリアフリー観光推進におけるバリアフリーツアー

センターの予備的研究」、『日本観光研究学会第 33 回全国大会論文集』、pp.25-28.

（資料１－７）中村元・中子富貴子、2016年12月、『バリアフリー観光のためのホテル・

旅館改修計画と地域受入体制づくりマニュアル』、綜合ユニコム．

 

２．特定非営利活動法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの概要と基礎資料

　　２．１　伊勢志摩 BFTCの概要

　伊勢志摩 BFTC は、2002年１月に日本で初めて三重県に設立された BFTC である。2002

年４月に鳥羽市駅前の鳥羽一番街に対応窓口を開設し、本格的な活動を開始し、2003年

１月に NOP 化が承認された。以来、日本の BFTC の草分けとして、様々な活躍を続けて

きたと同時に、佐賀嬉野 BFTC を始め、各地の BFTC の開設に協力してきた。この伊勢志

摩 BFTC の設立の経緯には、非常に多くの経験、教訓が含まれており重要であるが、率直

な感想をいえば、学ぶことが非常に多く、全体像を把握して消化することは高い山である

と感じている。

　設立に至った経緯の大きな特徴は、後述するように三重県庁の「伊勢志摩再生プロジェ

クト」から生み出されたことである。しかしその委員は、民間人10名であり、民間人主

導の設立であった。また鳥羽駅前に対応窓口を設置し、障がい当事者が常駐したこと、旅

館・ホテルのバリアー調査において障がい当事者が専門員として参加したこと、そのバリ

アー調査の準備局面でパーソナルバリアフリー基準という新しいシステムを開発したこ
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と、など先行事例として大きな役割を果たした。

　本稿では、この伊勢志摩 BFTC が設立される以前の 2001年ころから設立後の2005年こ

ろまでについて記述する。継続運営については、この伊勢志摩 BFTC においてさえも資金

獲得を中心に大きな課題を抱えているが、別稿で検討する。

　　２．２　基礎資料について

　伊勢志摩 BFTC に関する基礎資料、文献は他の BFTC に比較して圧倒的に多い。本研究

で使用する主な基礎資料は、下記資料のうち、資料２－４（以下『実績報告書』と略記する）、

資料２－５（以下『観光再生』と略記する）、資料２－11（以下『大女将』と略記する）

及び資料２－14（以下『視察資料』と略記する）である。

　伊勢志摩 BFTC は、国土交通省や観光庁の報告書に、資料２－16 から資料２－20 のよ

うにバリアフリー観光の着地型相談センターの代表的な事例としてしばしば紹介されて

いる。現在、日本のトップランナーといえる。

　なお（資料２－４）『伊勢志摩再生プロジェクト実績報告書』を巡って、筆者は不思議

な体験をした。伊勢志摩再生プロジェクトは当時の北川正恭知事の肝いりで始まった、三

重県にとっては重要なプロジェクトであった。そこで必ず報告書があるはずと思い、三重
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県内を探したが、三重県庁観光担当課、議会図書室、三重県立図書館、三重県内の公立図

書館、国会図書館のいずれでも見出すことができなかった。本研究で使用する資料は、東

京の公益財団法人日本交通公社が運営する「旅の図書館」の三重県コーナーで偶然に発見

したものである。この冊子には、三重県農水商工部長の発刊挨拶状がついていた。

（参考文献）

（資料２－１）伊勢バリフリ団、2001年３月、『伊勢・鳥羽・志摩ガイド「おでかけ！チェ

アウォーカー」車椅子で遊びに行こう！』、伊勢志摩 NPO ネットワークの会発行、48ペー

ジ（累計5000部、2003年３月完売）．

（資料２－２）北川正恭、2002年７月、「お国自慢　三重県　誰でも、行けそう、楽しそう。

～三重と遊んで～」、『月刊観光』（社団法人日本観光協会）、No.429、pp.4-7.

（資料２－３）小口真紀子、2002年７月、「三重県の観光　ずばりこの人　情熱を形に　

伊勢志摩バリアフリーツアーセンター　事務局長　橋本あゆみさん」、『月刊観光』（社

団法人日本観光協会）、No.429、pp.52-55.

（資料２－４）伊勢志摩再生プロジェクト、2006年２月、『伊勢志摩再生プロジェクト実

績報告書　自ら考え　自ら行動し　自ら責任を取る』、80ページ．

（資料２－５）中村元、2006年12月、『恋に導かれた観光再生　奇跡のバリアフリー観光

誕生の秘密』、長崎出版．

（資料２－６）志多勝彦、2007年９月、「NPO 法人「伊勢志摩バリアフリーツアーセンター」

の導入」、『SC　JAPAN　TODAY』、社団法人日本ショッピングセンター協会、No.401、

pp.38-46.(「平成18年度後期事業年度伊勢志摩バリアフリーツアーセンター事業報告」

を掲載）

（資料２－７）著者名なし、2008年 7 月、「バリアフリーを観光産業の新しいマーケット

に　NPO 法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター」、『月刊観光』（社団法人日本観光

協会）、No.492、pp.24-25.

（資料２－８）中村元、2009年６月、「市民主導によって実現した、バリアフリー観光に

よる伊勢志摩再生」、『地方議会人』、全国市議会議長会・全国町村議会議長会、Vol.40、

No.1、pp.30-34.

（資料２－９）中村元、2010年５月、「伊勢志摩バリアフリーツアーセンターが目指す社会」、

『リハビリテーション』、No.523、pp.10-13.

（資料２－ 10）野口あゆみ、2012年９月、「「伊勢志摩にゆきたい」希望を叶えるお手伝

い～伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの取り組み」、『ノーマライゼーション』、

Vol.32, No. ９（No. 374）、pp.12-15.

（資料２－ 11）津田令子＋編集部、2015年３月、『88 歳大女将、連日満室への道　集客10倍！

バリアフリー観光はここまで来た』、（株）タブレット.
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（資料２－ 12）著者名なし、2015年６月、「ユニバーサルツーリズム始動　NPO が先行　

追う自治体」、『日経グローカル』、2015.06.01号.

（資料２－ 13）中村元、2015年12 月、「日本一のバリアフリー観光地、伊勢志摩」、『国立

公園』、一般社団法人自然公園財団、No.739、pp.12-14.

（資料２－ 14）伊勢志摩バリアフリーツアーセンター、2016 年９月、「特定非営利法人伊

勢志摩バリアフリーツアーセンター　視察資料　2016.09　平成 28 年度」、104 ページ.

（資料２－ 15）中村元、2017年 10 月、「バリアフリー観光は、利用者を増やす本来のユ

ニバーサルデザイン」、『地方自治職員研修』、（株）公職研、Vol.50, No.10（No.703）, 

pp.45-47.

（国土交通省、観光庁の報告書での紹介例）

（資料２－ 16）国土交通省総合政策局、2008年３月、「観光のユニバーサルデザイン化　

手引き集～だれもが旅行を楽しめる環境づくりのために～」、pp.26-28.

（資料２－ 17）観光庁、2014年 3 月、「ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり（バ

リアフリー観光地づくり）のための地域受入体制強化マニュアル」、p. ５, pp.26-27 など.

（資料２－ 18）観光庁、2015年３月、「ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり

事例集」、pp.31-33.

（資料２－ 19）観光庁、2017年３月、「ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実

践方策」、p. ６など.

（資料２－ 20）国土交通省・観光庁、2018年３月、「観光地域づくり事例集　グッドプラ

クティス2018」、pp.180-181.

３．伊勢志摩におけるバリアフリー観光行政計画の前史

　　３．１　基礎資料について

　伊勢志摩 BFTC とは直接に関連はないが、2000年より前にバリアフリー観光推進につ

いて記述した伊勢志摩観光関連の行政資料として、下記の２資料がある。

（資料３－１） 昭和59年度 N.P.P 南勢志摩県民局チーム、1985年１月、『活力ある南勢

志摩地域の振興策－リフレッシング伊勢志摩を目指して－』、114ページ.

（資料３－２） 社団法人日本観光協会、1995年３月、『伊勢市観光振興基本計画』.

　以上のように、伊勢志摩再生プロジェクトが始まる以前に、複数の行政資料でバリアフ

リー観光が意識されていたことが分かる。
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　　３．２　『活力ある南勢志摩地域の振興策－リフレッシング伊勢志摩を目指して－』

　本資料は、職員研修の一環として作成されたもののように思われる。72ページから73ペー

ジに下記の記述がある。

（第 5 章　実施計画＝リフレッシングプラン）

３．Friendly －福祉社会、高齢化社会における思いやりのある対応－

（２）障害者、老人等に対する配慮

　障害者や体の弱い老人もひとりの人間として観光を楽しむ権利を有しているが現状で

は、受け入れ体制の不整備が妨げとなっているケースが多い。日本を代表する観光地、伊

勢志摩として各種施設への配慮をし、地域ぐるみで思いやりのあるもてなしを行い、これ

らの人々が訪れやすい環境づくりを進める。

（３）地域福祉の増進

　当地域において、地域福祉活動を推進し、当地域内のすべての人々にとって住みよい福

祉社会づくりの建設が必要であることは言うまでもない。また地域のボランティア団体と

タイアップして、福祉大会の開催、障害者、老人の参宮ツアーの企画などを行なってゆく。

　　３．３　『伊勢市観光振興基本計画』

　本資料は、伊勢市が作成を社団法人日本観光協会（現・公益社団法人日本観光振興協

会）へ委託したものである。1995年３月に策定された。バリアフリー観光の名称はないが、

バリアフリー観光に相当する内容の記述があるので、紹介する。

　「２．地区別観光振興計画」の「（１）内宮周辺地域」の「４）計画内容」に「②高齢者・

障害をもつ人に対応する」（p.29）がある。

　具体的には「まずトイレや階段の整備が必要であろう。腰に負担をかけにくい洋式トイ

レや、障害を持つ人のためのトイレの導入、階段に関しては車いすにも対応できるスロー

プの設置など、高齢者・障害をもつ人に優しい観光地づくりを行なってゆく。」と明記さ

れている。

４．伊勢志摩再生プロジェクトの展開

　　４．１　背景：伊勢志摩地域の観光客の減少

　伊勢志摩再生プロジェクトが設置された背景には、伊勢志摩地区の観光客の減少があ

る。まず三重県庁の統計資料により、その実態を把握しよう（図４－１）。

　観光客数の統計データには旧基準と新基準があるが、以下の数字は重複計算が含まれる

旧基準であり、新基準よりも大きい。
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　旧基準の観光客数で最大は、1994年の 19,539千人であったが、これは 1993年に第 61

回神宮式年遷宮があり、1994年に志摩スペイン村が開村して最大数となった。その後の

旧基準の最低値は、2002年の 10,176千人であり、1994年に比較してほぼ半減という驚く

べき減少であった。しかし、遷宮の後に伊勢志摩の観光客は減少するのが通例であるの

で、20年前との比較をみてみよう。20年前と比較して、初めて減少となったのは 1997年

の 487千人であったが、急速に減少幅は拡大して、1999年にはマイナス 3,498千人（1977

年と比較してマイナス 24.4％）、その後はほぼ 300 万人の減少であったが、2004 年に 3,819

万人（1984年と比較してマイナス 27.3％）の減少と、旧基準の数値がある2006年までの

最大減少数を記録した。

　以上のように、2000年前後の伊勢志摩観光は、過去の最大数と比較しても、また神宮

式年遷宮を考慮して 20 年前と比較しても、いずれも大幅減少であった。そこで、旅館・

ホテルを始め、伊勢志摩の観光産業が大きな打撃を受けたことは疑いがない。

　次に、新聞記事から当時の伊勢志摩観光の厳しい状況を紹介したい。

（記事１：中日新聞 2001年３月11日）

・二見町の旅館に泊まり、伊勢神宮、鳥羽水族館、伊勢志摩スカイラインなどを巡った。

１泊２日の費用は２人で４万円を超えた。「海外旅行の方が得な感じがするね・・・」

　大手旅行会社 JTB の中部営業本部は「航空運賃がかなり安くなり、東京からだと、伊

勢志摩より、北海道や沖縄へ行くほうが“速くて安い”。同じ時間と金を掛けるなら、遠

くへ行く」と分析する。「客が多かった時、旅館が高すぎた」「地域の連携がばらばら」と

の指摘もある。

・風光明媚な海岸沿いを中心に、200軒近いホテルや旅館、民宿がひしめく鳥羽市。阪神
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大震災後、年間の観光客は２割近く減って今では約500万人。鳥羽水族館、ミキモト真珠

島など全国的な知名度があり、集客力の高い施設も軒並み、入場者の減少に歯止めがかか

らない。

（記事２：朝日新聞2001年 3 月 27 日）

・鳥羽市佐田浜港近くの飲食店は、昼食時でも人影はまばらだ。鳥羽湾めぐりの遊覧船が

発着し、百人は収容できる店なのに。「電気代も稼げん。ボランティアみたいなもん」。従

業員の男性（50）がぼやく。６、７年前は車が駐車場に入り切れず、列をなした。それが

今では平日の客は数人、休日でも20人ほど。売り上げは 5 分の 1 以下に落ちた。

・県と大王町出資の財団法人運営の宿泊施設「伊勢志摩いこいの村大王」（同町、定員129

人）が 1 月末、運営をやめた。97年度から赤字続きだった。98年には客室数83の鳥羽市

の大型ホテルが多額の負債を抱え、閉鎖した。98年から99年にかけ、阿児町賢島の近鉄

系旅館２軒も閉じている。

・旅行業関係者によると、伊勢志摩は▽顧客の 4 割を占める関西圏が阪神大震災で打撃を

受けた▽経費節減で大口の社員旅行が減った▽大広間の宴会、施設観光など団体客向けの

営業形態で、個人客への対応が不足―などが原因という。

　　４．２　伊勢志摩再生プロジェクトの概要

　伊勢志摩再生プロジェクトの発足に関する公的な資料（要綱や規程など）は、現在まで

のところ、未入手である。『実績報告書』（p.76）（図４－２参照）に掲載の三重県農水商

工部観光・交流室作成の HP の画面には「事業紹介」「プロジェクト概要」の項目があるが、

その内容は、『実績報告書』には記載されていない。そこで主に新聞記事、『実績報告書』

と『観光再生』をもとに、分かる範囲でまとめてみよう。

（１）三重県庁の事業

　伊勢志摩再生プロジェクトは三重県庁の事業であり、県予算に費用が計上された。当初

の担当課は、三重県新産業創造課であった。

（２）名称と期間

　2001年５月11日付け朝日新聞の記事によれば、名称等について以下の記述がある。

「観光・伊勢志摩の活性化をめざす伊勢志摩再生委員会（仮称）の初会合が、10日、伊勢

市河崎１丁目、JA 伊勢の伊勢支店で開かれた。県から就任を依頼された民間の40～50歳

代の委員10人は全員が出席、「伊勢志摩の中心的競争力は何か」について話し合ったが、

初回から厳しい意見が相次いだ。
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　会合ではまず、委員会の名称を「伊勢志摩再生プロジェクト」と決め、「自ら考え、自

ら行動し、自ら責任を取る」との考え方を確認。伊勢、鳥羽、志摩といった個別の地域で

なく、伊勢志摩全体の再生について議論することとした。

　・・・

　同プロジェクトは05年の愛知万博に向け、県が進める集客交流戦略の一環として、こ

の地域の活性化に取り組む民間の組織。今後、月２回程度、公開で話しあう。」

　プロジェクト期間は、2001年度から2005年度の５か年間である。地方公共団体のプロジェ

クトとしては非常に長期間であるのが、大きな特徴である。

（３）プロジェクトメンバー

　メンバーは、以下の10名である（2001年４月28日付け朝日新聞の記事）（注１）。5 年間で

変更はない。全て民間人であるのが、三重県実施の伊勢志摩再生プロジェクトの大きな特

徴である。

・委員長：石川順子（フィットネスクラブ「メッツ」支配人）

・委員：中村元（鳥羽水族館取締役企画室長）

　他の８名の委員は、近鉄営業推進本部次長、鳥羽商議所専務理事、三重交通観光営業部

営業課長、「赤福」ise プランニング、赤福取締役、「リクルート」地域活性部観光研究プロジェ

クトマネージャー、有限会社「ゼロ」代表取締役、志摩セントラルホテル代表取締役。

（４）プロジェクトに対する北川知事の方針

　当時の北川正恭知事の方針は以下のようであったという（『観光再生』（pp.40-41）によ

る）（注２）。
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　「それまで地元観光業界が中心となって行ってきた観光客誘致事業は、打ち上げ花火の

ように一過性のイベントばかりで、実際に大きな効果が現れていないばかりか、事業その

ものの継続さえ行われていないことに気づいた北川県政は、今後五年間にわたって従来型

の観光振興の補助金は出さないと決めた。その代わり、地元に根づくプランを立てて実行

できるような新しい組織をつくり、そのプランを実現するために、五年間毎年五千万円の

事業費を準備するというのである。」

（５）実施事業

　『実績報告書』（もくじ）には、７つの事業名称が記載され、本文で内容が説明されている。

①伊勢志摩バリアフリーツアー推進事業

②伊勢志摩テーマ型観光推進事業

③観光地景観形成マネジメント

④体験型観光ネットワーク推進事業

⑤宿泊サービス向上事業

⑥もてなし向上事業

⑦モニターツアー事業

　本研究は、「①伊勢志摩バリアフリーツアー推進事業」の実施成果である伊勢志摩

BFTC について記述する。その他の事業についての詳細は、『実績報告書』を参照してい

ただきたい。

（６）５年間の活動記録

　『実績報告書』（p.10）に活動記録が以下のように紹介されている。

　「2001年のオープン会議によって伊勢志摩のコア・コンピタンス（中心的競争力）を追

及すると、地元が信じていた伊勢志摩の魅力と、マーケットが考えている伊勢志摩に大き

なギャップがあることがわかりました。そこで、さらにオープン会議を重ねるとともに、

メンバー自ら、東京・大阪・名古屋にでかけての街頭アンケートや、旅行業者や旅行情報

誌編集者等へのインタビューを行いました。

　その後、毎月 2 回開催されているオープン会議によって、問題解決へのコア・コンピタ

ンスを見出して、具体的な事業が立ち上がりました。

　５年間の活動

　オープン会議　　７回

　インナー会議　　77回以上

　膝詰談義　　　　７回

　個別談義　　　　数え切れません

　マーケットニーズ発地調査　３回

　現地調査・視察　65回以上

　シンポジウム　　１回」
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　以上のうち、新聞記事などにより日程で分かっているのは、オープン会議が2001年５

月10日、30日、６月13日（近くホームページを開設、設立趣旨、会議録などを掲載）、７

月27日（６回目）、12月26日（７回目、最終）であった。街頭アンケートは 7 月 2 日から

６日にかけて、名古屋、大阪、東京で実施した。

　2001年12月27日付け朝日新聞の記事によれば、７回目のオープン会議の結果に関して

「増加が予想される高齢者や障害者の市場を獲得するため、障害者を中心に運営する「伊

勢志摩バリアフリーツアーセンター」（仮称）設立に向けて希望者を募り、支援してゆく。」

と記述されている。

　　４．３　オープン会議の地元認識と消費者とのギャップ

　2001年度実施のオープン会議（市民自由参加）と実地調査などで、地元の観光関係者

の認識と、街頭アンケート調査や伊勢志摩へ引っ越してきた人の意見など消費者の現実と

に大きなギャップがあることが明らかになった。伊勢志摩が他地域の消費者からどのよう

にみられているのかを自己認識した努力が素晴らしい。他の観光地にも重要な知見と考え

るので、別項目として取り上げる。以下は、『実績報告書』の８ページを整理した概要で

ある。このギャップは、現在も全国各地で生じていると思われる。

（１）こう思っていたが：地元の観光事業者を中心とした方々の意見（オープン会議より）

・ こんなに凄いぞ！伊勢志摩の魅力

　そう、この地域にはたくさんの魅力があり売り物だって一杯あるのです。

・ 海あり山ありの豊かな自然

　伊勢湾からリアス式海岸まである海の幸の魅力

・ そもそも地域の名前が全国ネット

・ 風光明媚な景色

・ ミキモト真珠島、鳥羽水族館、志摩スペイン村などの有名施設がたくさん。

・ 日本の中心伊勢神宮と、その歴史にまつわる伊勢志摩の晴れの場所や物語。

・ 旅館はたくさんあって、近頃は温泉の湧出も続々！

・ 　･･･えっ？　でもじゃあ、なぜ観光客が減っているの？？

（２）こう思われていた：出発地調査アンケート結果（街頭ヒアリング）/伊勢志摩地域

へ引越してきた方の意見

・ 伊勢志摩って、どこでしたっけ？　愛知県？和歌山県？（東京）

・ 伊勢神宮より出雲大社や三輪大社の方が格式が上だと思っていました。（大阪）

・ イセエビって言えば、伊豆と相場は決まっています！（東京）

・ 海と神宮の伊勢志摩なのに、なんで関係のないイベントで客を呼ぼうとするんですか？

　（県内）

・ 旅館で美味しい料理って食べたことがない。ホントに海の幸、美味しいの？（名古屋）
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・ 自然が豊かで海がきれいなのは、だんぜん和歌山県！伊勢志摩では海が見えへんがな。

　（大阪）

・ 水族館はどこにでもあるし、テーマパークだったらディズニーか USJ ね。（名古屋）

　中村元は、『観光再生』（p.44）で東京の街頭インタビューの体験を記している。「20 人

のうち半分以上が伊勢志摩が三重県にあることを知らなかった。さらに、2 人が伊勢神宮

のそのもの存在を知らなかった。ミキモト真珠島、鳥羽水族館を知らない人もそれぞれ 5

人以上いた。ショックを受けるより憤慨した。しかし、それが現実なのだ。伊勢志摩は今や、

かつての知名度はない。それがよく分かった。」

５．設立前史：「おでかけ！チェアウォカー」の成功とNPOの協力

　伊勢志摩 BFTC が2002年１月に発足する前に、2001年３月に伊勢バリフリ団（任意団体）

によって編纂され、伊勢志摩 NPO ネットワークの会（注３）により発行された『伊勢・鳥羽・

志摩ガイド「おでかけ！チェアウォーカー」車椅子で遊びに行こう！』（資料５－１）が

重要な位置を占めている。定価200円（税込み）で、当初3000部印刷され、同年 8 月に完

売し、増刷され、累計5000部が2003年 3 月に完売した。表紙、裏表紙を入れて、52ペー

ジ建てであった。筆者はあちこちの観光 PR 冊子を見てきたが、充実した内容とすっきり

した紙面で立派なできばえである。なおチェア・ウォーカーとは造語であり、p.1 の説明

によれば、「車椅子で街に出かける人」と定義しており、「介助が必要であっても、車椅子

で積極的に外に出たいと思い、生活を楽しみ、生きることに前向きである」人を、私たち

は「チェアウォーカー」と呼びたい、とされている。
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　内容は、①食事に出かけよう。ここなら OK ！飲食店ピックアップ、②チェアウォーカー・

ライフのお役立ち情報（車椅子でできるスポーツなど）、③伊勢・鳥羽・志摩スポットガ

イド、④掲載店＆トイレマップ（伊勢市広域・伊勢・鳥羽・志摩）である。表紙裏に、伊

勢志摩のチェアウォーカー数が1,915名（障害者手帳肢体不自由１、２級）と推計されて

いる。充実したトイレ情報から始まって、バリアフリー情報が満載で利用価値が高いこと

は勿論であるが、伊勢志摩の観光ガイドとしても充実している。障がい当事者が調査担当

で参画している。

　この編集に当たって、伊勢志摩の NPO 関係者が大いに協力した。編集担当の伊勢バリ

フリ団の代表は橋本あゆみ（現・野口あゆみ、伊勢志摩 BFTC 事務局長）であり、発行

者である伊勢志摩 NPO ネットワークの会の代表が中村元であった。伊勢志摩 NPO ネッ

トワークの会は、各種の NPO 主宰者が加入している相互連絡協力会のような組織である。

編集に携わった人々は、裏表紙の裏に、個人名で30名ほど、協力団体名で15団体ほど、

協賛者は377名・団体があり、非常に多くの人びとの協力で出来上がったことがわかる。

　橋本あゆみの発案でこの編集が始まったが、中村元は、伊勢志摩 NPO ネットワークの

会の理事である森本かおりから協力依頼を受けた。中村によれば「一口に応援とは言うが、

この手の応援は、フレー！　フレー！　と声援を送るだけではなんにもならない。組織づ

くりや運営アドバイスはもちろんのこと、活動資金の調達も段取りし、人的なバックアッ

プもすることによって、初めて事業が成功する」（『観光再生』p.25）。中村元は、この事

業が障がい者の視点で作るガイドブックであることに大いにひかれた、という。そして当

時、三重県が NPO のために設置した緊急雇用事業費を申請して、事業化を実現した。

　ここで伊勢志摩 NPO ネットワークの会のメンバーはカンパをするなど協力をし、また

別組織である NPO 伊勢・鳥羽・志摩 PR 会議のメンバー企業は広告を出してくれた。こ

うした NPO の協力体制が伊勢志摩に既に存在し、中村元がその中核・結節点にいたことが、

伊勢志摩バリアフリーツアーセンターが成立するための基礎的な背景になっていると、筆

者は考えている。

　なお本書の46ページに伊勢志摩 NPO ネットワークの会会長であった中村元の「デート

からはじまったバリアフリー」と題する記事が掲載されている。その物語は、『観光再生』

に詳しく紹介されている。

（資料 5 －１）伊勢ばりふり団、2001年３月、『伊勢・鳥羽・志摩ガイド「おでかけ！チェ

アウォーカー」車椅子で遊びに行こう！』、伊勢志摩 NPO ネットワークの会．

６．バリアフリーツアーセンター設立のアイデア

　では観光客の増加を図る具体策は、何か。以下では、『観光再生』（p.45）から紹介する。
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　伊勢志摩再生プロジェクトの委員には、委員一人一人に実行案を発表する「宿題」が課

されていたという。中村元が思いついたのは、障害者の隠れたマーケットを開発すること

であった。

　中村元は、カナダの成功例を参考にした。その切っ掛けは、当時、中村の手元に届いた、

友人の編集する海外旅行誌の記事であった、という。カナダのウィスラーは、つい最近ま

でスキーのまちとして、冬だけの観光地であったが、バリアフリーな観光地づくりをした

ことで、全米から障害者や高齢者が旅行に来るようになり、今ではスキーシーズンの観光

客より、それ以外の季節の観光客の方が多くなった、という内容であった。

　編集者の友人に資料を送ってもらったところ、①カナダのバンクーバー州は交通万博を

開催した際に、バリアフリーなまちづくりに取り組んだこと、州全体でバリアフリーの進

んだ観光地として有名になったこと、②ウィスラーではすべてのアクティビティ、全ての

宿泊施設にバリアフリー化を義務付けたこと、③ウィスラーにはバリアフリーについての

観光案内所があり、女性の担当者が障がい当事者であること、④ニュージーランドにはバ

リアフリーの旅行ハンドブックがあるが、女性の障がい当事者が全国を回って書いている

こと、などが分かった。

　これを参考に、中村元の伊勢志摩再生プロジェクトへの提案の企画書のタイトルは、「バ

リアフリーツアーによる伊勢志摩観光の再生計画」であった。その内容は、障がい者と高

齢者を「バリアフリーマーケット」という新しいマーケットとして位置づけ、それを先行

的に獲得することで伊勢志摩観光再生が図れるというものであった。

　中村元の発表に対する伊勢志摩再生プロジェクトの委員たちの反応は、余り良くなかっ

たという。2001年当時においては、日本のバリアフリーの先進都市は岐阜県高山市であっ

た。当時の土野守市長は、1990年代前半における観光客の急減に対して、高齢化を見据

えて飛騨高山観光客誘致促進東京事務所長の山本誠氏とともにバリアフリー観光に注目

し、福祉観光都市政策を打ち出し、1996年から障がい当事者によるモニターツアーを何

度も開催して、高山市のハードとソフトの両面でバリアフリー化を進めていた（資料６－

１）。しかしその努力は、伊勢志摩には十分に伝わっていなかったようである。

　中村元の伊勢志摩再生プロジェクトへの提案は、2001年12月26日の第７回オープン会

議で発表された。「この日の定例会は公開で行なわれ、出席した地元の観光業者などに、

各委員が今後取り組む事業案を発表した。提示されたのは▽バリアフリー情報を発信し

たり、観光業者に提案したりする NPO 団体を設立するバリアフリーツアー推進事業・・・

の 3 つ。具体的な計画はこれから検討するという。」（2001年12月28日付け中日新聞）

（資料６－１）山本誠、2003年10月、『モニターが創ったバリアフリーのまち　高山市ま

ちづくりレポート』、ぎょうせい．
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７．伊勢志摩BFTCの設立

　伊勢志摩 BFTC は、日本で最初に設立されたバリアフリーツアーセンターである。先行

事例は、なかった。そこで全てのシステムを新たに作り上げた。以下、本節の記録は、伊

勢志摩 BFTC から提供を受けた設立当時の書類に基づく。

（１）設立総会の開催

　伊勢志摩 BFTC の設立は、2002年１月 23 日（水）である。まずは任意団体として出発した。

三重県庁伊勢庁舎で開催され、17名の出席者で発足した。発起人７名が全員理事になり、

設立代表者には中村元が選出された。

（２）規約

　この設立時の規約において、目的、非営利団体の種類、事業は、以下のように定められ

ている。

（目的）

第３条　この団体は、伊勢志摩地域におけるバリアフリーを推進、情報発信し、ノーマラィ

ゼーション文化のいきづく観光地とすることによって、眠っているバリアフリーマーケッ

トを全国に先駆けて確保するとともに、本地域の「もてなし」のサービス向上を図ること

を目的とし、もって、障害者や高齢者が健常者と共に暮らすノーマライゼーション社会の

開発に寄与する。

（非営利活動の種類）

第４条　この団体は、前条の目的を達成するため、次に掲げる種類の活動を行う。

１．保健、医療又は福祉の増進を図る活動

２．まちづくりの推進を図る活動

３．文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

４．前号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

（事業）

第 5 条　この団体は、第 3 条の目的を達成するため、次の事業を行う。

①伊勢志摩地域を中心としたバリアフリーの観光情報の収集・発信事業

②伊勢志摩地域を中心とした観光施設等のバリアフリー評価に関する事業

③バリアフリーのまちづくりに係る人と組織のネットワーキング拠点づくり事業

④バリアフリー化アドバイザー事業

⑤その他第３条の目的を達成するために必要な事業

⑥前各号に付帯する一切の業務

（３）設立趣意書

　設立趣意書は、当時の人々の思い・願いが込められており、重要と考えるので、原文全

文をそのまま引用する。
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伊勢志摩バリアフリーツアーセンター設立趣意書

伊勢志摩の地よりノーマライゼーション文化の発信を。

　日本は今、新たな豊かさを基準とした社会への変換が起きようとしています。ことに超

高齢化社会を迎え、障害者のライフスタイルにもようやくノーマライゼーション化への光

が差し始めた現代、従来の福祉の考え方を越えた社会づくりが望まれています。このこと

は、大きな転換の時の到来と考えるべきでしょう。

　そこで、私たちは、現在は観光地のバリアフリー情報が不足していることによってでか

けるチャンスの少ないアクティブな障害者や、障害や高齢などの理由によってレジャーを

楽しむことをためらっている人たち、そしてその家族やグループを、日本ではまだ眠って

いるバリアフリーマーケットととらえ、そのマーケットに沿った環境を整えるとともに、

それをユーザーの立場で評価し、情報を発信していくことで、新たな伊勢志摩の魅力を創

出しようと考えました。

　この地域のバリアフリー観光地化は、今までの地域の魅力をそのままに、新たなマー

ケットを得ることになり、そこには一本の筋の通った「もてなし」が具現化されることに

よって、より幅広い世代やライフスタイルのユーザーを得ることとなるでしょう。

　さらに、観光地のバリアフリー化は、そこに住む住民にも住みやすく、あるいは誇るこ

とのできる地域づくりにもつながり、それは日本におけるノーマライゼーション文化の先

駆けとなって全国に発信されることになると考えます。

　観光地の世界標準であるバリアフリー化を、この美し国伊勢志摩の地の新たな文化とし

て、全国に先駆けいち早く熟成させる。それは、バリアフリー先進県宣言をしている三重

県においても、古くからの観光地として次なる成果をとげなくてはならない伊勢志摩に

とっても、大いなる意義を持つことでしょう。

　本組織「伊勢志摩バリアフリーツアーセンター」は、以上のことを継続的に推進するこ

とのできる非営利の民間団体として活動をするべく設立されるものです。

（４）収入

　伊勢志摩 BFTC は、任意団体から2003年１月に NPO の認定を受けた。この初期におい

ては、収入は三重県庁からの補助金に依存していた。表７－１のようである。伊勢志摩再

生プロジェクトが開始された2001年度から2004年度まで４年間は、三重県からの補助金

で安定した収入があったといえる。しかし2005年度以降は、独自収入のみになり、県庁

や市役所の事業委託金が収入の中心になった。現在に至るまで厳しい経営状況がつづくこ

とになった。
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（５）事務局の職員体制

　2002 年４月12日に、鳥羽駅前の鳥羽一番街１階に伊勢志摩 BFTC の対応窓口（新事務所）

が発足した（図７－１参照）。なお NPO として認可されたのは、2003年１月であった。

　この2002年当時の事務局の常勤職員体制は、橋本あゆみ事務局長（伊勢ばりふり団代表、

当時30歳）、野原明浩所長（当時41歳）、加藤陽子事務局員（当時26歳）である。加えて

中村理事長がしばしば顔を出していた。

　この事務局メンバーについて、気づいたことを記しておきたい。

　野原明浩所長は、2002年４月２日付け中日新聞によれば、「12年前の山仕事中の事故で

半身不随となった」「機械部品の組み立て作業に従事していた昨年暮れに打診があり、「旅

行がしたくても情報がない障害者のため、一役買うことができれば」と引き受けた」。こ

のように障がい当事者が、伊勢志摩 BFTC の設立当初から参画していた。

　しかし、野原明浩にとって、全く新しい業務に適応するのは大変なことであった、よ

うである。何しろ日本で初めての組織形態であり、仕事もお手本がない。『観光再生』

（pp.119-123）によれば、電話対応、事務仕事（書類を書くことが必須）で、苦労をした

ようである。中村元は、「県内と近県の養護施設を回って BFTC の PR をするように」と

命じた。野原は、行く先々で大歓迎を受けた、という。車に乗って営業にやってくる障が

い当事者は、養護学校の先生にも驚きの対象であり、「うちの生徒に、なんでもいいから

ちょっと話をして行ってください」とまるで車いすのヒーローのようなこともあった、と

いう。次第に自信を持ち始め、障がい当事者の専門員による旅館・ホテル、公共施設など

のバリアフリー調査の陣頭指揮をとるようになった、という。

　加藤陽子は、プロのウェブデザイナーであった。進行性の障害を持っていた加藤は、「ま

だ杖で歩行することができる今のうちに、オーストラリアの学校に入りたい」と留学を希

望して実現した。
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　2015年発行の『大女将』（p.202-）では、現在の職員が紹介されている。野口あゆみ（旧

姓橋本）は、「現場の大黒柱」とされ、中村千枝はボランティアからスタッフになり「番頭」、

中村めぐみは「建築士」の資格を活かし仕事をこなし、中村元は「現場に任せっきり」と言っ

ている。現在は、障がい当事者は、常勤スタッフにはいない。

　零細企業で少数精鋭態勢の BFTC（注４）では、まず適任者のリクルートが重要であり、

次いで日々の業務の中で個々の職員の成長が不可欠であるが、伊勢志摩 BFTC ではそれが

実現してきた、と感ずる。
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８．パーソナルバリアフリー基準の開発と適用

　伊勢志摩 BFTC の事業を実施するに当たり、重要な考え方を提供したのが、パーソナル

バリアフリー基準の開発と業務への適用であった。本節ではその経緯を紹介したい。

（１）障がい当事者の活動への参加

　旅館・ホテルや観光施設、公共施設の調査を「専門員」という名称の障がい当事者がボ

ランティアで参加した。すなわち、伊勢志摩 BFTC の活動は、障がい当事者の社会的な活

躍の場も提供しているのであり、ここに伊勢志摩 BFTC の活動の重要性の一つがある。各

地で町のバリアフリー調査やトイレマップを作成する際に、先行実例が多くあると考えら

れる。

　伊勢志摩 BFTC では障がいバリアフリー調査に際しては、旅館・ホテルの責任者に立ち

会ってもらっているというが、その場で当事者からさまざまな助言が得られる。これが旅

館・ホテルにとって貴重な情報源になっている、という。

　『観光再生』（p.98）によれば、専門員は、①車イスのチェアウォーカー、②杖を使って

いる者、③小児麻痺で全身が不自由な者、④視覚障がい者、さらに⑤障がい者介助のボラ

ンティアをしている者、など実にさまざまだった、という。

　具体的な例を挙げると、2002年４月２日付け中日新聞によれば、当時、「提供する情報

の収集は、視覚障害者や車いす生活を送る地元の８人が担当。センターの専門委員として

二月から観光施設や旅館、ホテルに出掛けてバリアフリー度を調査している。設備の有無

だけでなく、障害の程度に応じて利用しやすいようスロープの傾斜や手すりの高さ、トイ

レまで細かくチェック。施設までの行きやすさなども調べており、野原さんは「障害者が

体感した生の情報を提供したい」と話している。」

　2002年10月６日付け中日新聞によれば、「障害がある人の意見を取り入れた旅の宿づく

りに取り組もうと、鳥羽市中心部にある大手の観光旅館「扇芳閣」で五日、障害者と旅館

の経営者側との話し合いが始まった。宿泊施設が県内で最も多い鳥羽では、段差をなくす

など、バリアフリーに対応する施設も増えている。同旅館は、経営者と設計、施行会社で

対応を進めるのではなく、今後、半年間、協議を重ねて意見をまとめ、客室を改装するこ

とにした。・・・初回の話し合いでは、同センターのスタッフや、谷口徹専務（38）ら計

八人が出席。「体が不自由で、つたい歩きで移動する場合、狭い部屋の方がいい。」「体が

不自由だと浴衣が着られないが、旅情を出すため、作務衣（さむえ）のような衣服があれば」

など、具体的な意見が相次いだ。」

　この扇芳閣での調査は、『観光再生』（pp.144-147）によれば、「専務の言葉を借りれば「自

信満々のバリアフリーのつもりが、散々たる結果でした」」。その後に、センタースタッフ

と専門員のアドバイスを次々に実行し、露天風呂付の部屋は「扇芳閣で最も高額な部屋で

ありながら稼働率のいい部屋となっている」、という。
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（２）パーソナルバリアフリー基準の開発

　2001年度にパーソナルバリアフリー基準を開発した。この開発の物語を、『観光再生』

（p.98）からまとめてみよう。なお「基準」という名称になっているので「特定の数値」

を連想しやすいが、後述のように特定の数値ではないのに注意が必要である。

　観光施設や宿泊施設の調査をするにあたり、「評価基準」の設定が困難であることが判

明した。というのは、「バリアー」の認識が、障害の種類や程度の異なる専門員で、それ

ぞれ違っており、「評価基準」は各人が違ったものを出張することとなった。

　そこでどんな客、どんな障がい者にも合わせられる基準として中村元が発案したのが、

パーソナルバリアフリー基準である。その作成・適用手順は、①バリアー調査の時に、予

想されるありとあらゆるバリアーの可能性を系統的に集める。つまりバリアーの事実を探

してゆくのである。伊勢志摩再生プロジェクトの場合には、上述のようにさまざまな障

がいを持った専門員がいたので、これが可能となった。②バリアーを乗り越えられるか、

乗り越えられないかは、それぞれの人ごとに判断する。すなわちそれぞれの「利用者が基

準」と考える（注５）。中村によれば（p.103）、「「利用者が基準」という考え方そのものこそ

が、究極の顧客起点であり、おもてなしの形でもある」。つまり専門員による観光施設や

公共施設のバリアフリー調査においては、「バリアフリー度」を調査するのではなく、「バ

リアー」の事実を調査することとなった。ここが重要である。

　筆者の意見であるが、このパーソナルバリアフリー基準の考え方は障がい者に対するバ

リアー調査の立案から発想されたものであるが、観光における健常者それぞれの好みを考

えれば、健常者にも本質は同じである、といえよう。

　さて現在「パーソナルバリアフリー基準」とは、もっと広い概念で考えられている。バ

リアフリー観光を推進する日本バリアフリー観光推進機構の Web ページ（注６）によれば、

以下のように説明されている。

　「パーソナルバリアフリー基準とは身体に障害がある人や、高齢によって身体が不自由

な人をはじめとする、さまざまなみなさんに旅行を楽しんでいただけるように開発した基

準です。

　パーソナルバリアフリー基準の基本は、（１）障がい者視点の調査により、観光施設な

どのバリアを明らかにする。（２）常設の相談センターにおいて、利用者からの相談を受

ける。（３）『旅のカルテ』システムによって、旅行者に満足な旅を提案する。

　つまり、バリアを明らかにする調査と、相談システムによって、あらゆる人々の旅を実

現しようとするもので、旅のユニバーサルデザイン化は、パーソナルバリアフリー基準に

よって達成されました。」

（３）旅館・ホテルの多様性とパーソナルバリアフリー基準の有効性

　旅館・ホテルの多様性が幅広いほど、旅行者の選択の幅が広くなって、パーソナルバ

リアフリー基準の考え方は一層有効性を発揮する（『観光再生』pp.103-106、pp.138-142、

02（伊藤薫）.indd   3302（伊藤薫）.indd   33 2019/03/19   16:31:422019/03/19   16:31:42



― 34 ―

Review of Economics and Information Studies Vol.19 No.3 ･ 4 March 2019

pp.148-152）。

　センターに障がい当事者から電話があった場合の対応である（『観光再生』p.103）。

　スタッフは最初に、「どんなところがいいですか？」「何をされたいのですか」と尋ねる。

温泉がいいか、食事が大切なのか、景色を楽しみたいのか、それとも値段が安いのがいい

のか、という旅で最も大切なことを聞く。次に障害の程度を詳しく聞く。

　一方で、センターには、紹介できる旅館・ホテルそれぞれの詳細なバリアー情報が蓄積

されており、センターのスタッフは、十分に（場合によっては旅館・ホテルの受付担当者

よりも詳しく）バリアーを理解している。

　そこで、センタースタッフはプロとして必要なマッチングを行なうことができる。つま

り障がいを持った旅行客の要望に合った宿泊施設の選択肢を旅行客に提示することが可

能になる。

　その結果、旅行客は、納得して宿泊施設を選択できる。旅の目的を実現できるから満足

度が高くなるのは当然である。まさに顧客起点のサービスを観光地が提供していることと

なる。

　宿泊施設側も受け入れ可能な旅行客を受け入れるだけで済み、受け入れ不可能な旅

行客を受け入れないで済む。宿泊客とのトラブルの回避ができる。中村は『観光再生』

（pp.148-149）で、「客と宿が互いに聞くべきこと、伝えるべきことを忘れてしまうのはご

く普通に起りえる。・・・実は、この方法をとったことによって、始めるまでは考えても

いなかった、宿泊施設にとって非常に危険な問題のリスクヘッジが可能になることが判明

した」と述べている。なお宿泊施設は、旅館業法第５条の宿泊拒否の禁止規定により、伝

染病の場合、とばくなどの行為の虞のある者を除いて、「宿泊を拒んではならない」と定

められている（注７）。

　そしてこの紹介システムが伊勢志摩で機能したのは、地域として下記の相応しい条件を

満たしていたためと考えられる。

　その条件の一つは、BFTC が存在し、宿泊施設のバリアーの実態を把握しており、かつ、

宿泊客の障がいの程度を把握することができる有能なスタッフが存在していることであ

る。つまり優れた紹介機能が存在していたことである。

　もう一つの条件が、多様な旅館・ホテルが集積していることである。そして宿泊施設の

多様性と集積度が高いほど、BFTC の紹介機能は発揮しやすくなる。BFTC は旅行者の注

文に対して紹介しやすく、また、旅行客は広い選択範囲から納得して選ぶことができるか

らである。このことは BFTC にとって、紹介する地域範囲が広い方が、より充実した紹

介機能を発揮できることにつながるであろう（注８）。伊勢志摩観光の紹介機能は、伊勢市、

鳥羽市、志摩市のように別々に行なうのではなく、ボーダーフリーが望ましい。
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９　三重県内と全国への広報

　伊勢志摩再生プロジェクト及び伊勢志摩 BFTC の広報においては、マスコミに取り上げ

られる機会が多かった。

　まず、2001 年度の伊勢志摩再生委員会（仮称）段階から 2005 年度の伊勢志摩再生プロ

ジェクト終了までは三重県庁の事業であり、三重県庁の記者クラブに情報提供がなされて

いたと思われる。第 4 節以降の新聞記事は節目ごとに書かれており、また伊勢志摩観光の

苦境を伝える取材記事も多い。これと並行して、テレビにも何回か取り上げられていると

思われる。また第 2 節で紹介したように、雑誌でも紹介記事が掲載された。

　こうした行政発信の記事類は、三重県内への情報発信には大いに役に立ったが、しかし

伊勢志摩観光の顧客である全国の人々には、伊勢志摩再生プロジェクトの情報は届いてい

ないと思われる。

　そこで中村元が実行したのは（『観光再生』pp.125-128）、「橋本あゆみの恋愛物語から

始まったバリアフリーツアーセンターの開設までの話を、ちょっとした感動ストーリーに

まとめた。・・・これをテレビ関係の友達に片端から渡したのだ」。これが成功し、テレビ

でゴールデンタイムに放送された、という。これによって、伊勢志 BFTC は結成してから

１年で全国的な知名度を持つようになった、という。

　こうした手腕を持った人材は、得ることがなかなか難しい。

10　５年間の事業成果

　『実績報告書』（p.14）の「■実績」をそのまま紹介する。以下のようである。

　「パーソナルバリアフリー基準および、マスコミへの積極的なアプローチにより、障害

者・高齢者を含む家族やグループの伊勢志摩への入り込み数は劇的に増えたが、特に宿泊

施設における効果は大きい。

　伊勢志摩バリアフリーセンターでは、バリアフリー化に積極的な施設には、できるかぎ

り送客をする体制を取っており、バリアフリー化によって成績の上がっている宿泊施設を

手本に、新たにバリアフリー化を推進する宿泊施設は、毎年のように増えている。

①三重県の補助事業：障害者対象に年間約 600 件の観光の相談、案内、斡旋の実施（04

年実績）。

②鳥羽市との協働事業：貸し車イスの乗り捨て制度「どこでもチェア」運営（03年）。

③志摩市より委託：公共物 UD 化アドバイス（道路、公園、施設など）。

④伊勢市より委託：公園の BF 調査（04年）。

⑤伊勢志摩 NPO ネットワーク会議の会協働：ボランティア登録制度の開発。

⑥バリアフリー情報 HP 及び情報誌の発行（01～04年）。
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⑦観光施設関連および交通の BF 評価および指導（01～04 年）。

⑧三重県全域の公衆および利用可能トイレ調査（03年）。

⑨モニターツアーの実施（02年）。

⑩伊勢神宮参拝介助ボランティア実験（03年）。

⑪三重県との協働：介助犬受け入れ推進事業の実施（03年）。」

　以上のように、伊勢志摩 BFTC は、伊勢志摩地域における、ハードのバリアフリーの推

進に加えて（例：③④⑦）、ソフトのバリアフリーも推進した（例：②⑤⑥⑨⑩⑪）。伊勢

志摩地域全域で宿泊可能な面的なバリアフリーを推進したが（例：①）、伊勢志摩に到達

する、あるいは伊勢志摩内で移動する線のバリアフリーも推進した（例：②⑦）。これらは、

勿論、障がい当事者や足腰の弱い人々の旅行客の役に立つことは勿論であるが、伊勢志摩

の人々の生活の向上にも寄与している。

　もう一点重要なことがあると考える。中村元は、『観光再生』（p.151）で「バリアフリー

観光を観光地の社会システムとしてとらえ、地域のさまざまなタイプと特色を持った宿泊

施設と、地域外からのさまざまな事情や障害を持った旅行者を、地域住民であるセンター

スタッフが、旅行のエキスパートとなって繋ぐのだ」と指摘している。その通りである。

加えて、伊勢志摩 BFTC が成し遂げたことは、伊勢志摩地域の、旅館・ホテルの人々、障

がいを持った専門員の人々、NPO やボランティアの人々を「繋ぐ」重要な成果をあげたと、

高く評価したい。まちづくり、ひとづくりで地域に大いに貢献したと考えるものである。

　伊勢志摩 BFTC の設立趣意書に書き込まれた人々の思い・願いは、設立段階から数年で

かなりの程度実現したと感ずる。

11　暫定的なまとめ

　　11．１　暫定的なまとめ

　本研究の研究課題は、全国21のバリアフリーツアーセンターの設立における代表的な

事例として、伊勢志摩 BFTC の設立の経緯を記録することである。実は、伊勢志摩 BFTC

の設立の経緯を調べてきて、その内容の豊富さに驚いている。全体像を把握するのが難し

い、高い山であった。筆者の記録では、重要な事実が漏れているのではないかと危惧する

ものである。現時点の「暫定的なまとめ」は、以下のようである。

特徴１：伊勢志摩 BFTC は、日本で最初に設立された BFTC である。全く新しいタイプの

障がい者、高齢者のための着地型観光案内所を設立して、成功した。下記に述べるよう

に、行政、NPO、宿泊施設、障がい当事者など多数の人々の協力が重要である。

特徴２：三重県北川知事の発案で伊勢志摩再生プロジェクトが始まり、民間委員のアイデ

アの中から伊勢志摩バリアフリーツアーセンターが実現した。地方の観光行政において

は、法律の縛りが少なく自由度が高い。その結果、自治体の首長の見識が非常に大きな
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影響を持つ。伊勢志摩 BFTC は、首長による観光施策の成功例の一つである。

特徴３：民間人である中村元が、強力なリーダーシップを取って、BFTC の運営システム

を作り上げた。日本では全く先行モデルのない事業で、外国の例を参考に、ほぼ全てを

発案し成功を収めた。民間人である伊勢志摩再生プロジェクトメンバーの共有した考え

は、「自ら考え、自ら行動し、自ら責任を取る」であった。

特徴４：地域に伊勢志摩 BFTC の設立を助ける風土があった。その代表例が、伊勢志摩

NPO ネットワークの会である。中村元のアイデアを実現するに際して、中村元一人で

はなかなか苦しいと考える。地域の活性化は、個人戦だけでは苦しく、団体戦が望まし

い。伊勢志摩には「地域の団体戦」をできる土壌が既に存在していた。

特徴５：パーソナルバリアフリー基準を開発し、適用し、成功した。それはバリアフリー

の程度を調査するのではなく、さまざまな障がいを持った当事者がバリアーの事実を調

査し、記録した。そのバリアー情報の旅行客に対する情報提供は、旅行者一人一人の障

がいに応じて行い、納得してもらう。観光における顧客起点の発想である。健常者の旅

行客に対する「おもてなし」と同じである。

特徴６：伊勢志摩 BFTC の事業は、設立５年で幅広い事業メニューを実施した。整理すると、

ハードとソフトのバリアフリー事業、面と線のバリアフリー事業、旅行者に加えて住民

の生活向上に役立つバリアフリー事業であった。地域の宿泊施設、観光施設と全国の障

がい当事者、高齢者をつなぎ、同時に伊勢志摩地域の人々をお互いに繋ぐ成果を挙げた。

地域の観光振興、旅行者の満足度向上だけでなく、まちづくり、ひとづくりで地域に大

いに貢献したと高く評価できる。

　　11．２　残された課題

　残された課題の第１は、伊勢志摩 BFTC の「継続運営」の事実の記録・整理と課題の把

握である。収入の途をどうするか、人材のリクルートと育成をどのように実現するか、な

ど課題は枚挙に暇がない。そしてこうした伊勢志摩 BFTC の継続運営の課題は、現在、他

の BFTC と共通の課題でもある。

　第２の課題は、伊勢志摩再生プロジェクトの発足に関する公的な資料（要綱や規程など）

を入手することである。三重県庁が、一体何を企画していたかについて、公文書が存在し

ていると思われる。

　第３の課題は、活動に参加した、障がい当事者の専門員の声を聞くことである。なぜ専

門員に参画したか、どのような良いことがあったか、今後も続けるか、問題点があるかな

ど、である。

〈補論〉ノーマライゼーションとは

　ノーマライゼーションの意味については、下記に紹介するように、論者によって異なる。
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以下の代表的な資料から引用したい。

（資料補－１）日本社会福祉学会事典編集委員会、2014 年５月、『社会福祉事典』、丸善出版 .

　本書の 20 ページから 23 ページに「ノーマライゼーション」の説明があり、うち 20 ペー

ジの「概念・定義」と 21 ページの「背景・現状と課題」の一部を引用する。日本では

1990年の福祉関係八法の改正時に、ノーマライゼーション理念に基づいて改正を行なう

旨の表記が公的に初めて示され今日に至っている（p.22）、という。詳しい内容は、本書

を参照していただきたい。

「●概念・定義　「ノーマライゼーション」に関する定義は、論者によって異なるため、

統一したものを示すことは困難である。しかし、その中にあって、バンク＝ミケルセン

（Bank-Mikkelsen, N.E.）の（たとえば、障害のある人たちを）「いわゆるノーマルな人にす

ることを目的としているのではなく、その障害を共に受容することであり、彼らにノーマ

ルな生活条件を提供すること」（Bank- Mikkelsen ＝ 1978：146）という定義は、広く支持

されてきている。

　バンク＝ミケルセンは、また、ノーマライゼーションを「市民権をも含む生活のあら

ゆる場面において、（対象となる人々が）ほかの人々と同等な立場におかれる」ことと定

義づけ、「市民権とは、住居と教育と仕事の権利のことである。また市民権は、投票権、

結婚する権利、子どもを産む権利、そして性生活を営む権利をも意味している」（Bank- 

Mikkelsen ＝ 1978：153）と、ノーマライゼーションと市民権との関係、さらには、市民

権の重要性に言及している。

　このように、バンク＝ミケルセンのノーマライゼーションに関する定義は、「平等」や「人

権」を考えるうえで大変示唆に富んだものとなっている。」

「●背景・現状と課題　・・・・

　1969 年にニィリエ（Nirje, B.）が「ノーマライゼーションの原理とその人間社的処遇と

のかかわり合い」という論文を書き、この理念の普遍化の道を開いた。この論文が深い味

わいのある内容豊かなものだっただけでなく、構造化された八つの側面（① 1 日のノーマ

ルなリズムを提供すること、②ノーマルな生活上の日課を提供すること、③家族とともに

過ごす休日や家族単位のお祝いや行事等を含む１年のノーマルなリズムを提供すること、

④ライフサイクルを通じて、ノーマルな発達上の経験をする機会をもつこと、⑤本人の選

択や願い・要求が可能な限り十分に配慮・尊重されなければならないということ、⑥男女

両性が共に住む世界に暮らすこと、⑦ノーマルな経済水準が与えられること、⑧病院・学

校・グループホーム・施設などの物理的設備基準が一般の市民の同種の施設に適用される

のと同等であるべきだということ）（Nirje ＝ 1998：23-28）を示し、わかりやすく解説し

たものとなっていたからである。

　このように整理されたノーマライゼーションは、「障害の程度にかかわらず全ての障害

者に適用でき、また他の社会的弱者と呼ばれる人々全てにあてはまる」（Nirje ＝ 1998：
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127）「あらゆる社会のあらゆる年齢階層に有益であり、個人の発達や社会変革に対応しう

る」（同上 :130）ものと認識されるようになり、ノーマライゼーションという概念が世界

に広まり、政策面だけでなく研究面でも実践面でも利用されるようになっていった。」

＜注＞

（１）『実績報告書』（pp.4-6）に記述された2006年２月時点の委員長、委員は以下のとお

りである。

・委員長：石川順子（フィットネスクラブ　メッツ社長）

・委員：中村元（水族館プロデューサー、伊勢志摩 NPO ネットワークの会会長）

　他の８名の委員は、近鉄観光株式会社取締役社長、鳥羽商工会議所専務理事、三重交通

（株）観光営業部兼旅行営業部部長、NPO 法人五十鈴塾理事、（株）赤福取締役社長、（有）

ゼロ代表取締役、（株）志摩セントラルホテル代表取締役、（株）地域活性プランニング代

表取締役（アドバイザー）。

（２）北川正恭知事は、三重県の公選第14－15 代知事。在任期間は、1995年４月21日か

ら2003年４月20日。

（３）『伊勢・鳥羽・志摩ガイド「おでかけ！チェアウォーカー」車椅子で遊びに行こう！』（資

料 2 － 1）の46ページによれば、伊勢志摩 NPO ネットワークの会は、通称「ぽんぽん」（PO・

NPO・N）であるが、POwerful, POsitive ＆ POssible N.P.O Network の略である。設立趣旨は「伊

勢志摩 NPO ネットワークの会とは、伊勢志摩地域を NPO のいきづく地域にするために、

既存の市民団体がスクラムを組み、新たなる市民団体や責任ある市民を増やしていきなが

ら、行政や企業と共に、自立して快適で活力のある地域を創出する推進力をみんなで形づ

くろう、というネットワークです。」。参加している NPO の実施事業は、まちづくり、社

会問題、福祉・ボランティア、子育て支援、国際交流、環境保全、文化活動と多岐に渡っ

ている。

（４）2018年の伊藤のアンケート調査、実地取材によれば、各 BFTC で実際に業務に携わっ

ている職員数は10名以下であり、5 名以下が多い。

（５）筆者は、「パーソナルバリアフリー基準」を、「バリアフリーにおけるパーソナル基準」

と解釈すると分かりやすいと考えている。

（６）https://www.barifuri.jp/portal/page/personal_bf.html、2018 年 10 月 22 日閲覧。

（７）旅館業法（昭和23年７月法律第138号）の第５条により、営業者は、左の各号の一

に該当する場合を除いては、宿泊を拒んではならない。

１．宿泊しようとする者が伝染病の疾病にかかっていると明らかに認められるとき。

２．宿泊しようとする者がとばく、その他の違法行為又は風紀を乱す行為をする虞がある

と認められるとき。

３．宿泊施設に余裕がないときその他都道府県が条例で定める事由があるとき。

02（伊藤薫）.indd   3902（伊藤薫）.indd   39 2019/03/19   16:31:452019/03/19   16:31:45



― 40 ―

Review of Economics and Information Studies Vol.19 No.3 ･ 4 March 2019

（８）現在、伊勢市、鳥羽市、志摩市の伊勢志摩地域全域を対象とした総合観光案内所は

ない。伊勢志摩 BFTC がその機能を果たしているといえる。
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